
1 

（資料２） 

 

 

平成３１年度 

近江八幡市介護保険事業の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年８月 

 

 

近江八幡市 

第７期近江八幡市総合介護計画 

（近江八幡市高齢者福祉計画・近江八幡市介護保険事業計画） 

 

 



2 

１ 協議会、部会等の議事経過 

○第７期近江八幡市総合介護市民協議会 

回 開催日 内           容 

第 1回 
令和元年 

5 月 14日 

【報告事項】 

・平成 30 年度介護保険事業状況について 

・第 7 期計画における具体的な目標と取組の状況について 

・介護基盤整備に係る再公募の見送りについて 

【審議事項】 

・認知症対応型通所介護サービスの整備について 

 

第 2回 
令和 2年 

2 月 18日 

【報告事項】 

・介護予防日常生活圏域ニーズ調査・在宅介護実態調査について 

・高齢者福祉部会での協議内容について 

・医療連携部会での協議内容について 

・介護人材確保支援策について 

・介護基盤整備について 

【審議事項】 

・第 8 期総合介護計画の策定スケジュールについて 

 

 

 

○高齢者福祉部会 

回 開催日 内          容 

第１回 
令和 2年 

  1月 28日 

【報告事項】 

・高齢者生活支援サービスの実施状況について 

・第 7 期総合介護計画の目標における取組み状況について 

 

 

○医療連携部会 

回 開催日 内          容 

第 1回 
令和元年 

11 月 8 日 

【報告事項】 

・近江八幡市認知症事業の実施状況について 

・近江八幡市認知症事業の今後の取り組みについて 
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２ 人口ピラミッド 
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３ 計画と実績の比較 

①  65 歳以上人口と高齢化率 

65 歳以上人口と高齢化率は年々増加傾向にあり、人口については５年前（平成２６年度）と比較し

て１２．３％増加し、高齢化率は２７．５%となっています。また、令和２年３月末現在では、高齢者

数が２２，６２９人で高齢化率は２７．６％と年々増加しています。 
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 高齢者数の増加に併せて、後期高齢者の割合が年々増加しており、平成３１年度では、前期高齢者数

と後期高齢者数が、ほぼ同数となっています。今後、後期高齢者の割合が増加し、前期高齢者の数を上

回る見込みです。 

②  要支援・要介護認定者数と認定率 

認定率（第 1 号被保険者数に対する要支援・要介護認定者数の比率）、平成２８年度から横ばいで推

移しています。計画値との差は、第７期計画で推計値を見直したため縮小しています。 

22,355 

22,355 22,629 
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③  要介護度別認定者数と受給者数の推移 

 認定者数は介護保険制度がスタートした平成 12 年度（1,413 人）と比較すると約２．４倍に増え

ていますが、認定率は横ばいとなっています。 

 

要介護は増加傾向にありますが、要支援は平成２６年度から減少し、平成３１年度は大きく減少してい

ます。 
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○小学区別要支援要介護認定者数（平成 31年 3月末現在） 

 ※注：学区別認定者数については、介護保険施設（特養等）の有無によって認定者数に影響が出ます。 

 

 

受給者数は、前年同月比で、要支援１、２、要介護１、４が減少、要介護２、３、５が増加していま

す。特に要介護２が、前年同月比で約９．１％増の高い伸びとなっています。逆に要介護１は前年同月

比で８．２％減となっています。受給率は、要介護２が９３．４％と最も高くなっています。 

 

中学校区 市外

要介護区分 1八幡 2島 3岡山 八中計 4金田 6馬淵 8武佐 東中計 5桐原 7北里 西中計 9安土 10老蘇 安中計 99市外

要支援１ 27 6 14 47 35 9 8 52 33 10 43 24 6 30 4 176

要支援２ 52 11 17 80 40 7 12 59 31 12 43 17 5 22 3 207

要支援計 79 17 31 127 75 16 20 111 64 22 86 41 11 52 7 383

要介護１ 194 36 70 300 137 43 60 240 190 78 268 101 29 130 19 957

要介護２ 195 35 70 300 116 35 48 199 160 61 221 92 25 117 12 849

要介護３ 102 15 60 177 72 23 31 126 98 32 130 54 15 69 16 518

要介護４ 94 16 62 172 46 21 23 90 79 17 96 45 10 55 9 422

要介護５ 42 2 38 82 45 13 18 76 36 19 55 37 7 44 11 268

要介護計 627 104 300 1,031 416 135 180 731 563 207 770 329 86 415 67 3,014

総計 706 121 331 1,158 491 151 200 842 627 229 856 370 97 467 74 3,397

高齢者数 4104 708 1652 6464 3535 1076 1216 5827 5183 1650 6833 2770 673 3443 22567

認定率 17.20 17.09 20.04 17.91 13.89 14.03 16.45 14.45 12.10 13.88 12.53 13.36 14.41 13.56 15.05

※認定率は第１号被保険者数ではなく、住基上の高齢者数で算出しているため、他の指標であげている認定率とは若干異なります。

八幡中学校区 八幡東中学校区 八幡西中学校区 安土中学校区
総計
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④ 年齢区分別の認定者数 

 年齢区分別で比較すると認定者数は増加傾向ですが、被保険者数に対する認定率は、平成３１年３月

と比較すると７０歳以上で微減しています。 
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４ 介護サービス給付費の状況 

①  第 1 号被保険者 1人あたりの介護サービス給付費の状況  

 本市は、在宅小・施設小の位置にあります。目指すべき方向は「在宅大・施設小」です。 

在
宅
サ
ー
ビ
ス
給
付
月
額
（
円
）
 

在
宅
サ
ー
ビ
ス
給
付
月
額
（
円
）
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②  第 1 号被保険者 1人あたりの介護サービス種類別給付費の状況 

  

 

（包括ケア「見える化」システム） 
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③  介護給付費の計画と実績（見込み） 

 計画に対する執行率は見込み段階ですが、総給付費で 9５.９％となりました。給付費の計画値は、７

期計画での認定者の見込み数から推計されていますが、平成３０年度に比べて平成３１年度の認定者数

の伸びが計画値より小さくなったことから、執行率が減少したと思われます。 

平成31年度介護保険給付費の状況　第7期計画　【計画期間：平成30～32年度】

介護給付費（居宅ｻｰﾋﾞｽ/地域密着型ｻｰﾋﾞｽ/施設ｻｰﾋﾞｽ/等）
（年間）

平成28年度 実績 平成29年度 実績 平成30年度 実績 平成31年度 計画 平成31年度 実績 対計画乖離率
（１）居宅サービス 1,895,258 2,055,967 2,110,964 2,175,314 2,169,237 99.7%

①訪問介護
給付費 279,208 302,328 314,236 355,081 334,932 94.3%
回数 71,969 76,186 79,003 126,384 82,298 65.1%

②訪問入浴介護
給付費 38,551 44,100 34,787 49,303 32,970 66.9%
回数 3,371 3,803 3,004 4,241 2,825 66.6%

③訪問看護
給付費 91,401 95,841 110,023 102,875 127,293 123.7%
回数 12,728 14,016 15,182 17,043 18,010 105.7%

④訪問リハビリテーション
給付費 40,220 44,576 46,261 49,895 44,803 89.8%
回数 6,644 7,613 7,982 17,152 7,501 43.7%

⑤居宅療養管理指導
給付費 11,330 13,664 16,027 16,373 18,808 114.9%
人数 2,246 4,181 3,104 2,520 3,517 139.6%

⑥通所介護
給付費（食費を除く） 817,081 882,493 893,294 899,474 891,497 99.1%
回数 100,627 104,541 108,159 98,737 108,781 110.2%

⑦通所リハビリテーション
給付費（食費を除く） 171,334 189,000 189,131 220,433 196,991 89.4%
回数 21,591 23,637 24,953 26,322 26,583 101.0%

⑧短期入所生活介護
給付費（食費・滞在費を除く） 157,323 177,818 183,709 163,587 186,982 114.3%
日数 19,237 21,913 22,556 19,782 22,806 115.3%

⑨短期入所療養介護
給付費（食費・滞在費を除く） 39,101 39,433 42,466 30,172 50,414 167.1%
日数 3,866 3,880 4,036 2,886 4,628 160.4%

⑩特定施設入居者生活介護
給付費 73,203 76,890 80,244 86,652 77,259 89.2%
人数 459 462 467 516 437 84.7%

⑪福祉用具貸与
給付費 170,562 183,676 195,314 192,201 202,564 105.4%
人数 13,857 15,282 16,324 15,420 16,769 108.7%

⑫特定福祉用具販売
給付費 5,944 6,148 5,472 9,268 4,724 51.0%
人数 260 257 0 348 0 0.0%

（２）地域密着型サービス 665,410 1,000,535 1,069,319 1,261,519 1,093,446 86.7%

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護
給付費 595 772 776 772 1,225 158.7%
回数 178 365 365 365 583 159.7%

②夜間対応型訪問介護
給付費 0 0 2,018 0 2,208 #DIV/0!
回数 0 0 304 0 351 #DIV/0!

③認知症対応型通所介護
給付費（食費を除く） 135,039 124,861 113,052 126,793 121,815 96.1%
回数 12,711 11,741 10,327 11,448 11,173 97.6%

④小規模多機能型居宅介護（短期利用含む）
給付費 146,524 191,421 227,898 233,814 225,538 96.5%
人数 897 1,095 1,274 1,404 1,214 86.5%

⑤認知症対応型共同生活介護（短期利用含む）
給付費 333,762 347,921 341,602 400,795 347,149 86.6%
人数 1,401 1,427 1,408 1,620 1,414 87.3%

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護
給付費 0 0 0 0 0
人数 0 0 0 0 0

⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
給付費（食費・居住費を除く） 49,490 54,666 55,293 93,184 49,634 53.3%
人数 222 233 231 432 204 47.2%

⑧地域密着型通所介護
給付費 205,577 245,894 253,031 301,452 272,705 90.5%
回数 0 36,398 35,845 43,651 37,255 85.3%

⑨複合型サービス
給付費 0 35,000 75,649 104,709 73,172 69.9%
人数 0 159 292 408 284 69.6%

（３）住宅改修

給付費 15,583 15,154 15,544 13,919 10,541 75.7%
人数 148 145 187 144 109 75.7%

（４）居宅介護支援
給付費 274,709 292,884 307,219 308,773 307,943 99.7%
人数 19,908 19,908 22,140 21,984 22,315 101.5%

（５）介護保険施設サービス 1,413,172 1,437,190 1,511,073 1,593,765 1,641,743 103.0%

①介護老人福祉施設
給付費（食費・居住費を除く） 718,687 732,788 782,128 913,202 820,312 89.8%
人数 3,078 3,063 3,217 3,864 3,266 84.5%

②介護老人保健施設
給付費（食費・居住費を除く） 651,457 654,307 673,409 634,437 739,691 116.6%
人数 2,584 2,583 2,600 2,568 2,785 108.5%

③介護療養型医療施設
給付費（食費・居住費を除く） 43,028 50,095 55,536 46,126 81,740 177.2%
人数 122 141 164 132 216 163.6%

介護給付費計（小計）→（Ⅰ） 4,469,709 4,801,730 5,014,119 5,353,290 5,222,910 97.6%
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予防給付費（介護予防ｻｰﾋﾞｽ/地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ/等）
（年間）

平成28年度 実績 平成29年度 実績 平成30年度 実績 平成31年度 計画 平成31年度 実績 対計画乖離率
（１）介護予防サービス 78,330 48,123 44,863 67,021 43,381 64.7%

①介護予防訪問介護
給付費 6,529 242 - #VALUE!
人数 360 14 0 - 0 #VALUE!

②介護予防訪問入浴介護
給付費 0 0 0 0 0
回数 0 0 0 0 0

③介護予防訪問看護
給付費 5,067 6,779 5,135 12,617 5,107 40.5%
回数 783 991 933 1,996 855 42.8%

④介護予防訪問リハビリテーション
給付費 3,669 2,532 2,432 3,047 2,294 75.3%
回数 974 385 377 1,105 373 33.8%

⑤介護予防居宅療養管理指導
給付費 337 272 296 317 403 127.1%
人数 65 45 65 36 72 200.0%

⑥介護予防通所介護
給付費（食費を除く） 27,578 374 0 - 0
人数 1,211 235 0 - 0

⑦介護予防通所リハビリテーション
給付費（食費を除く） 19,798 22,453 24,581 32,331 25,538 79.0%
人数 756 775 761 1,128 787 69.8%

⑧介護予防短期入所生活介護
給付費（食費・滞在費を除く） 118 0 0 0 47 #DIV/0!
日数 22 0 0 0 0 #DIV/0!

⑨介護予防短期入所療養介護
給付費（食費・滞在費を除く） 0 0 0 0 0
日数 0 0 0 0 0

⑩介護予防特定施設入居者生活介護
給付費 3,349 4,569 3,103 4,673 1,920 41.1%
人数 49 75 55 72 33 45.8%

⑪介護予防福祉用具貸与
給付費 10,254 9,477 7,821 12,850 7,478 58.2%
人数 2,213 1,960 1,839 2,832 1,749 61.8%

⑫特定介護予防福祉用具販売
給付費 1,631 1,425 1,495 1,186 594 50.1%
人数 104 64 0 60 0 0.0%

（２）地域密着型介護予防サービス 6,904 6,869 7,119 16,239 7,126 43.9%

①介護予防認知症対応型通所介護
給付費（食費を除く） 0 616 477 5,343 468 8.8%
回数 0 69 54 576 52 9.0%

②介護予防小規模多機能型居宅介護
給付費 6,904 6,253 4,746 10,896 5,730 52.6%
人数 123 96 67 204 81 39.7%

③介護予防認知症対応型共同生活介護
給付費 0 0 1,896 0 928 #DIV/0!
人数 0 0 9 0 4 #DIV/0!

（３）住宅改修
給付費 7,242 5,694 5,972 2,054 3,995 194.5%
人数 74 61 0 24 0 0.0%

（４）介護予防支援
給付費 16,098 12,031 11,019 13,613 10,578 77.7%
人数 3,645 2,725 2,495 3,024 2,217 73.3%

予防給付費計（小計）→（Ⅱ） 108,574 72,717 68,973 98,927 65,080 65.8%

4,578,283 4,874,447 5,083,092 5,512,113 5,287,990 95.9%

164,224 154,613 152,930 179,858 161,909 90.0%

88,694 90,349 98,235 125,536 106,404 84.8%

12,150 14,095 14,157 28,353 17,586 62.0%

5,756 5,933 6,171 11,444 6,310 55.1%

4,849,107 5,139,437 5,354,585 5,857,304 5,580,199 95.3%

181,530 175,122 173,507 200,204 169,279

3.7% 3.4% 3.2% 3.4% 3.0%

介護予防事業 72,967 62,438 50,482 66,811 43,345

保険給付費に対する割合（B)÷｛（A)-（Ⅸ）｝ 1.5% 1.1%

包括的支援・任意事業 108,563 112,684 123,025 133,393 125,934

保険給付費に対する割合（B)÷｛（A)-（Ⅸ）｝ 2.2% 2.3%

5,030,637 5,314,559 5,528,092 6,057,508 5,749,478 94.9%

84.6%

64.9%

94.4%

総給付費（合計）→（Ⅲ）＝（Ⅰ）＋（Ⅱ）

特定入所者介護サービス費計→（Ⅵ）

高額介護サービス費→（Ⅶ）

地域支援事業費→（B)

介護保険事業費総合計（A）＋（B）

保険給付費に対する割合（B)÷｛（A)-（Ⅸ）｝

審査支払手数料→（Ⅸ）

高額医療合算介護サービス費→（Ⅷ）

標準給付費→（A）＝（Ⅲ）＋（Ⅵ）＋（Ⅶ）
＋（Ⅷ）＋（Ⅸ）
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５ 介護保険料 

①  介護給付費と保険料 

 今後、令和２年度末にかけて、給付額の伸びに合わせて必要保険料額が上昇することから、保険料月

額と必要保険料月額の差は縮小されていくものと思われます。 

 

（包括ケア「見える化」システム） 
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②   介護費用の推移 近江八幡市 
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③  第７期介護保険料基準月額 全国比較 
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④ 第７期介護保険料基準月額と認定率 県内比較 

・6,000円以上…６保険者 ・5,500～5,999円…１０保険者 ・5,499～5,000 円…３保険者  
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６ 人材育成     平成３１年度の取組み結果と今後の方向性 

課題 取組実績（全体） 主な成果（介護のみ）

・シニア向け仕事説明会＆面接会への参加　（福祉政策課）

日　時 ：  令和2年2月14日（金） 午前9時30分～12時

会　場 ：　近江八幡市総合福祉センター ひまわり館ホール、研修室

対　象 ：　概ね60歳以上

事業所数：　21事業所

参加者数：　36名

就職者数：　　0名

内　容：市内福祉分野（障がい、介護、保育、学童）及び買い物・家事など生活支援、

　　　　 　宿泊・農業等の業務を行う事業所による合同職場説明会。

・事業所数：　10→9→12事業所（介護）

・参加者数：　130名→77名→36名（全体）

・就職者数：　3名→2名→0名（全体）

シニア向けの仕事説明会へ市内介護事業所も参加し、介護補助業務や施設内業務に

ついての求人を行った。

・介護人材確保補助事業の検討、立案

外国人材受け入れ支援・介護職員家賃補助・再就職支援補助について補助要綱を策定

令和2年度より市補助による介護人材確保を進めるため、補助制度の検討を行った。

・介護職場に対するイメージの向上、魅力の発信 ・中学生への認知症啓発授業の開催　（長寿福祉課）

　　市内4中学校　　参加児童数：中学生 656名

　　市内2小学校　　参加児童数：小学生 35名

・市内中学校へ介護職の仕事内容、魅力を掲載したパンフレットを配布

・認知症を正しく理解し、助け合いや思いやりの大切さを学習

・高齢者福祉について真剣に考える機会を提供

・介護職に対する理解の促進を図った。

取組みから抽出された課題

・合同職場説明会の参加者及び事業所、就職者数

の増加

・介護職場に対するイメージの向上、魅力の発信

・介護従事者の負担軽減による定着促進及びスキル

の向上

・介護人材確保補助事業の推進

今後の取り組みの方向性

・職場説明会＆面接会：開催時期、内容の検討（圏域の拡大等）、周知方法の検討

・シニア向け仕事説明会＆面接会への参加促進：シニア層の介護事業所における補助業務への活用を推進

・介護・看護職のスキルアップ研修会：より多くの介護職員の参加につながる研修会の開催、研修内容・研修テーマアンケートの実施、講師の選定

・補助事業を活用した介護人材確保の推進

人材育成・人材確保関係業務　　平成31年度の取組み結果と今後の方向性

・平成31年度　高齢者の介護・看護 合同職場説明会＆面接会の開催（介護保険課）

日　時 ：  令和元年10月1日（火） 午前10時～12時30分

会　場 ：　滋賀県立男女共同参画センター 大ホール

対　象 ：　市内介護事業所への求職希望者

事業所数：　20事業所

参加者数：　41名

就職者数：　10名

内　容 ：・全体説明会：趣旨説明、スケジュール説明、各事業所からのPR （4分間）

　　　　　　・面接会：個別ブースでの説明や面接

　　　　　　・相談会：県社協、シルバー人材センター、ハローワークによる就労相談

　

・介護・看護職のスキルアップ研修会の開催　（介護保険課）

日　時 ：  令和2年1月22日（水） 午後2時～4時

会　場 ：　ひまわり館1階ホール

対　象 ：　介護施設管理者、法人採用担当

参加者数：　20名

内　容 ：　「介護現場における外国人材の活用について ～介護人材確保の現状と今後～」

講　師 ：　東　宗樹 氏（医療法人 湖青会　介護長）

・今後ますます要介護認定者の増加が見込まれる中、市内介護事業所が介護人材を

確保するために、現状を把握し、今後の取り組みについての意識向上を目的に講演会を

開催。

・研修参加者の受講アンケートでは、ほぼ全員が理解できたと回答。外国人材を活用し

た人材確保について理解が進んだ。

・複雑化、多様化する介護ニーズに対応できる人材の

育成

・介護事業所に従事する介護職の医療知識の向上

年度比較

・事業所数：　11→9→20事業所

・参加者数：　35名→30名→41名（全体）

・就職者数：　7名→0名→10名

昨年度は人材の流動化及び新規参入を図るため、介護、障がい、学童、保育事業所を

含む福祉分野全体で開催したが、31年度は、介護分野のみで開催した。結果としては、

事業所数、参加者数、就職者数共に増加した。

・安定した介護サービスの提供のため、担い手となる介

護人材の確保


